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日ＥＵ経済連携協定（ＥＰＡ）の大枠合意を踏まえた

県内農林水産物への影響について

日ＥＵ経済連携協定（ＥＰＡ）の大枠合意を受け、このたび、国の影響分析結果を踏ま

え、県内農林水産物への影響について分析しましたので、お知らせします。

お 知 ら せ



日ＥＵ経済連携協定（ＥＰＡ）の大枠合意を踏まえた

県内農林水産物への影響について

日ＥＵ経済連携協定（ＥＰＡ）の大枠合意を受け、このたび、国の影響分析結果を踏

まえ、県内農林水産物への影響について分析を行った。

１ 総括

県内の農林水産業については、高齢化や担い手の減少が進行し、また、中山間地域

がその多くを占めており、こうした状況等を踏まえ、今回の大枠合意の内容でＥＰＡ

が発効された場合、牛肉等の品目について、長期的には、価格の下落による県内への

影響も懸念される。

このため、今後、国が改訂を予定している「総合的なＴＰＰ関連政策大綱」に盛り

込まれる施策も踏まえながら、本県の農林水産業の持続的発展に向けた取組を一層加

速させる必要がある。

２ 主要品目ごとの分析内容（９品目）

（１）小麦

＜現状(平成27年)＞

生産量 １，７６０トン 生産額 ０．７億円

＜交渉結果＞

・現行の国家貿易制度を維持するとともに、枠外税率を維持

・ごく少量の関税割当枠を設定

＜分析結果＞

・国の分析では、国産麦は量的又は質的に満たせない需要分を計画的に輸入する仕

組みが維持されるため、輸入の増大は見込み難いとされており、県内への影響も

見込み難い。

（２）大麦

＜現状(平成27年)＞

生産量 ５，５６０トン 生産額 ４．３億円



＜交渉結果＞

・現行の国家貿易制度を維持するとともに、枠外税率を維持

・ごく少量の関税割当枠を設定

＜分析結果＞

・国の分析では、国産麦は量的又は質的に満たせない需要分を計画的に輸入する仕

組みが維持されるため、特段の影響は見込み難いとされており、県内への影響も

見込み難い。

（３）小豆

＜現状(平成27年)＞

生産量 ２４６トン 生産額 ０．８億円

＜交渉結果＞

・枠内関税を撤廃するものの、枠外税率を維持

＜分析結果＞

・国の分析では、国内生産で不足する量を輸入するが、ＥＵからの輸入実績はない

ため、特段の影響は見込み難いとされており、県内への影響も見込み難い。

（４）牛肉

＜現状(平成27年度)＞

生産量 ４，９１３トン 生産額 ８６億円

＜交渉結果＞

・関税削減で１６年目に９％とし、輸入急増に対するセーフガードを確保

＜分析結果＞

・国の分析では、関税撤廃を回避し、長期の関税削減期間を確保するとともに、セ

ーフガードを措置するなどにより、当面、輸入の急増は見込み難いとされている

一方で、ＥＵの潜在的な輸出余力が大きいことなどから、関税の引下げにより、

長期的には、輸入牛肉と競合する乳用種を中心に国内産牛肉全体の価格の下落も

懸念されており、県内への影響も懸念される。

（５）豚肉

＜現状(平成27年度)＞

生産量 ３，３７３トン 生産額 ２３億円



＜交渉結果＞

・差額関税制度を維持

・長期の関税削減期間（１０年）と輸入急増に対するセーフガードを確保

＜分析結果＞

・国の分析では、長期の関税削減期間を確保し、差額関税制度・分岐点価格を維持

するとともに、セーフガードを措置するなどにより、当面、輸入の急増は見込み

難いとされている一方で、長期的には従量税の引下げに伴って、低価格部位の輸

入増加により、国内産豚肉の価格の下落も懸念されており、県内への影響も懸念

される。

（６）牛乳乳製品

＜現状(平成27年)＞

生産量 ９５，０２２トン 生産額 １０２億円

＜交渉結果＞

・脱脂粉乳・バター等は国家貿易を維持した上で、民間貿易によるＥＵ枠を設定

・ホエイは関税削減に留め、１１年目以降もＴＰＰにおける初年度の関税水準の３

割を維持し、輸入急増に対するセーフガードを確保

・ソフト系チーズは横断的な関税割当とし、枠数量は国産の生産拡大と両立できる

範囲

・主に原材料として使われる熟成ハード系チーズやクリームチーズ等は長期の撤廃

期間を確保（１６年目に撤廃）

・プロセスチーズ原料用チーズの国産抱合せ無税の関税割当制度は維持

＜分析結果＞

・国の分析では、関税撤廃の回避や横断的な関税割当の設定、長期の関税撤廃期間

の確保などにより、当面、輸入の急増は見込み難く、牛乳も含めた乳製品全体の

国内需給への悪影響は回避の見込みとされている一方で、長期的には競合する国

産の脱脂粉乳・チーズ等の加工原料乳価の下落も懸念されており、県内への影響

も懸念される。

（７）鶏肉

＜現状(平成27年)＞

生産量 ２７，５７６トン 生産額 ６３億円



＜交渉結果＞

・基本的には、段階的に１１年目に関税撤廃

＜分析結果＞

・国の分析では、ＥＵからの輸入は６００トンと少量の状況とされており、県内へ

の影響も見込み難い。

（８）鶏卵

＜現状(平成27年度)＞

生産量 １２７，８５７トン 生産額 ２５６億円

＜交渉結果＞

・段階的に１３年目に関税撤廃（卵白は即時関税撤廃）

＜分析結果＞

・国の分析では、鶏卵の輸入量は少量で、国産鶏卵と一定の棲み分けが見られるこ

となどから、影響は限定的な見込みとされている一方で、関税削減・撤廃により、

長期的には、国産鶏卵の価格の下落も懸念されており、県内への影響も懸念され

る。

（９）林産物（構造用集成材等）

＜現状(平成26年)＞

生産量 ５９万㎥ 生産額 ５２１．１億円

＜交渉結果＞

・構造用集成材、ＳＰＦ製材等の林産物１０品目は一定の関税撤廃期間を確保

（段階的削減を経て８年目に撤廃）

＜分析結果＞

・国の分析では、構造用集成材やＳＰＦ製材は、国産材を原材料とする構造用集成

材や無垢の製材品と競合するとされている一方で、一定の関税撤廃期間を確保し

たことから、当面の輸入の急増は見込み難いが、長期的には関税引下げの影響が

懸念されている。

・しかしながら、県内においては、構造用集成材の原材料となるひき板は、主にＥ

Ｕから輸入されており、構造用集成材とひき板ともに関税が段階的に削減・撤廃

されることから、影響は限定的と見込まれる。


